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一　はじめに一．．1984年「の現実

　今年が、GcOrgc　OrWellの空想政治小説
　　　ト　　
［1984年』と同じ198｛fl三にあたるところから，

、1984f仁が到ろ所で話題になった。　今年が

if）8　1年である事と口981年：との問にはf可らの

関係もない。にもかかわらず「1984年iが右傾

化の目立つマスコミを世わしたのは，80｛ド代の

支配戦略に川応しナこものとしてあるからに他な

らない。ソ連脅威論を［F［「〔伝しつつ日米軍事同盟

の強化を計・），　「綜合安保」・「危機管理」の

旗印の下，民主主義を抑圧し，強権的に臨戦

［管理国家」体制（二「日本型」ファシズム）

の構築を急ぐ支配層は，　1ユ984年∫を全体主義

日家＝社会主義国家を映し出すものとして描

き，資本主義的1・自由．への合理化の意義づけ

に利用せんとすろ、論壇にあって．　11984年」

を題材として議論を展開したのが，いわゆる反

動的知識人，例えば，清水幾太郎，香山健一，

渡㍑昇一，小室直樹，山本七平らである事を考

え合わせるならば」198口i二の喧伝されろ政治

的意図は明示的であるtt／

　個人の思考する自由までも管理しないではい

ない全体主義的抑圧のあり様を告発し，　「人聞

が各自の個性を持ちながら，孤独でない時代

へ．1のメッle　一ジの書が口984年」であって、反

社会主義的宣伝文書として読まれたり，まして

や資本主義的「自由」の擁護・賛美や、今日の資

本主義的危機の現状肯定のための文善として利

用されたりするのは、Orwdlの意図せざるとこ

ろであるに違いない（但し，1981年∴がOrwcll自

身の大衆への不信観の産物であf），今日マスコ

ミか流布する・大衆論．と川通ずる点において，

．；

198－1年；の限界性・「昌j題性か指摘さ；2しる）。

資本主義全体の構造的危機の深化に対して、国

家と独占資本の80年代戦略が，全体主義＝コミ

ュニズムの等式において全体主義の脅威を晴伝

する・一方、一戦後の総決算論」において，戦後

41）年間の民主主義的改革の諸成果を敵視，抑圧

し，国家が社会に対する全面的管理機能を強権

的に手中にする臨戦一管理国家一‘体制づくりを

急き，そのための合理化の恨拠づけを，「1984

年」をデマゴギーして，宣伝、利用するといっ

た奇妙な構図を採用する他ない情況か看取され

るのである。

　戦後の民主主義的改革の諸成果との矛盾を激

化させないではいない強権的な臨戦「管理国

家」体制そのものがr1984年」の現実そのもの
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ヒ1．てあろ事に我々ば注視せざるを得ない．て’

は、　一1984年．パ現実とi　／1どのような世界ロ

一tーあつのアこ／⊃つ刀㌧．

　71991年［Pの現t　k＝ては、全人口の859フを占め

る「ブ・レ階級1は．無視された「無言」の大

衆であり，　［肉体的汁重労｜fi！」．家事や子供の世

ntll’、　i鱗ノ＼とのつまらないII’［’i：ll’，　1映匡珂、　フッ　トポ

ー ノL．ビール、特に川博が彼らの関心を占め、

そLて不満を抱く事が間々あっても，　「不満の

は汁方は一向に生かこ．IUる事がなく．しかも

「一般的なrt、のの考え方1を欠落させていうか

故に、　「くだらたい特定の不平不満に集中する

1一かこ　ないというのか彼らの日常“白勺生活iu；界2

いう二とになる’t「ビッグブラザー」の「党」

の支配にとって、「フ・レが強い政治的感受性

を持つの（Pt？！ましい事では」なかった。プロレ

階級に要求されるものといえば「素朴な口P1心

だけで，労働時間の延長や配給の削減を受1；｝liさ

せろ必要が牛じた場合に（よ、その愛国心に訴え

さえすれば！よい情巳であるtブロレ陪級に

は、　一道徳上のあらゆる問題について」に，

　先川代々の｛∫L：にf・’Eう事が許巳｝1，「フ・レ

階級と動物はn由の身」であると宣伝さ21るの

である。こ〃）ように，個人の思考，思想を統制

L操作する事において猪力の安定的維持を計ろ

1ビソグブラザー」に、’ 戦争は平和である　・

「自由は屈従である　・無知は力てあろ、を

「党」の三大スローガンとして掲示する。

　そして，そのためのイデオPギー操作’の装置

的「核心」として．　二重思考（ダブルシンク）．

　　　　　　　　　　　　　ドよ　
の意識的実践がおこなわれろ。二重思考とに、

1’　一つの精神が同時に川矛盾十る二つの㍑条を

持ち、　その戸了ノ∫とも受：一卜容れられる能力・ハ

・｝1：」をいい，　「己力が現だをごまかしているの

は承知の上」で，　「二重思考を行使する事によ

り、彼は現実が侵されておらぬと己れを納得さ

せるのである一。つまり．二重思考の過程は意

Ne．5

識的な「精神∬勺IT’i術の広たな体系・1と1．てある

という事にな一〃，そLて二重思考の：L，lld灼リミ践

によろノ＼民統治ハ迂成の唯1＿の方法：．1：、　［党‘

のスローガンにある「戦｛争は平”1：IIである」よう

な情況，寸なわち継続的な戦争状態に置くとい

う事であるっ　「戦争ft｝力に常に民釆の要求をぎ

りぎりに充足させ、　一蝋的な窮乏壮尼ll二置

く事て’、　「戦時ドだという、従’て危ド、に在う

というiLl，”’“　k、少数の特権階粁｛に田『．　jJを委ね

ることが如何にも自然であり，生行：の不n∫避的

な条件だと思い込ませろ」のである：‘「戦争］1こ

態を存在」させ，　「戦争状態に適i．た精．神性亡

保つ」事において、　「戦争は平和である．1と寸

ろ「党：のスロー一∫ンばその合理1ヒの恨拠づ1・ト

を保持寸る‘h：となろ．

　（）rwc’ll　L’）］苗く　L］981fV－’　しり」見〕＼：，『、　　「1イミしr’）

現実の姿としてグゾる、、H本資本主五パ構造1拘

危機の深化ば、経済：の軍事化に頼る他その川避

策を持ち得ず、そのための日米耳［事同盟体；｛；llの

再編強化、そLてそれをテコとしての反動的強

権的な臨戦管理liVs（体副づ（りへの道は、自

由と民主主義の抑圧を伴なう新たな「日イペ型1

ファシズムヘソ）道であり，核抑ll；均衡而に立っ

ての核軍拡路線を平和への道とnE称すろli’1家と

独占資本の「危ぽ管理」体制づく　りば、臨日

「行革」路線一〉教育U’A　’・＋1’・1→憲法改悪へとその軌

道を走り始めて｛．・る、

　歴史的現実（岐1賂）に、‘ノン、ての，我々に課せ

られた政治的，実践的課題は、現代の・危桟．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　平和・くらし・民主主義の「危杜ヒに如何に

立ち向い、平和的・民主的に社会元展パ方向を

切り閉いていくかに掛かっている。

二　日本資本主義の現段階

　70年代前半に始まる世界的規模での資本主義

経済の体制的・構造的危機が，TC済の軍事化
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を軸とする国家独辻i資本主表の全面的展開、す

なわち、「介入主義」国家支配体制の確立を緊

急とせざるを得ないが、その結果ば、危機の解

決とになb）得ず．むしろ矛盾の累積、深化を招

来するが故に、その下での市民社会は危機的状

況二強椿的な抑圧状；兄への機構化へと取り込ま

れていく事になる、と危艮ごせるのである．

　世界資本主右体儒［」は、1974－75年の茸文後最

人の長期不況IU後もその危ぽの檬相を増々深

め、　「国家は、国家独占資本主義的局面におげ

る資本・セ義の諸矛盾を「己；理こし．．操縦ごし，

　解決’寸ることをめさして、資本の再生産過

程に，全而的・恒常的・｛善造的に介入する」

が、結局は諸矛盾を加足し得ず、むしろ累積化

L、国家の危機の現大II勺可能性を惹起しないで

はいない情況、つまり「危機管理」国家それ自

体が危機的状況に∫圭着するという情況にCLら至

り．そのため「介入主義国家は、「正統性の危

ド、　回避をiL済・り皐．七1ヒによっての1径済危

kl回避と「合理化の危機．‘回避とを合一させ
　バ

た戦争管理川’］ミ1ピー一『現代型ファシズム・へ・・D

道を肝リ：的・牝工阯」必然］生において選］尺十る他

ないといらh：にならLるを得ない，日本国家に

川していえば、このような体制への「正統性メ

カニズム：への全面的なイデオロギーの転換、

操作を反動的、弓剣Et．的に確保しようとすろ国家

と独占資イミの危｛コ㍗寸応戦略は、民主主義的諸価

値一資本L，乏的民主主我の止統性メカニズム

（L∵と参加）への自己全而否定に乗り出さざ

ろを得ず、　「日イ型ファシズム！力全面的展開

が，d’ら力る事となる・）であるc

　この点に係わって本加及び次節において、弟

二次大戦後川世界的！見模での資本主美体制の構

造的危怯か、特に日本資本主義体制に如何なる

インパクトを与えて来たかを問い、その結果と

しての日本国家のあり様が，我々の「平和・く

らし・民：主主義」との問にどうしようもない品

の　　構　　造　　　　　　　　　　　一31

矛盾を累積させてい，歴史的現実をみつめて女

　㌧封とする

　第二次大戦後．り世界’E済一．世界資本主義経済

体制は、ケインズ経済学的な国家班！占資本主義

の経済成」こ政策．一市効濡膓製政策の展開によ

って、いわば政・イ（的に「経汗1戎長」が創出、持

続させられてきた．そ∫）体制的1，㌧Lズ1は、第二次

大戦後の歴史的条f’1・、すなわち社会主義諸団う

成立と拡ノ（、民族解放運動の高拐によるi聞［’．民

地体制の崩壊．ノく戦によって資本．1ゴ、諸国の大

品分が打⊆を受i’］’たEi1にあって、ぴとリア・zリ

　カだけ・ノ時済力を強たにLて、資本．ヒ義且界の

中で、経済的にも軍‘ll：1白にも圧倒的な力を持つ

に至った、というこれらの歴史的条件を枠組と

　して．アメリカを資イ＼主義世界の！盟主とした

　「国際経済協力棋Wl芋」（IMF，　GATT，等）

　と「且界軍1｝：同盟体制一1〔NATO、日米安保

久約、等）とが連功Lて．ノ）　・・クス・アメリヵ

一
づ一　　　（ア　メ　リ　カ；二よ　《膓　・li．『｛三目　．　フ’メ　リ　カカニtLI：？r！

を支配すろ）の体制整f相を1甲L進める1託済成

長．「政策であった＝

　　しかし，　『経済成長二政：kか資本の過利生

産，過剰蓄積を強引；二押し進めたが故に，発達

　した資本主義諸国1川の不均∵発展を｝1・1；辻的，顕

在的に激化させ，加えて第三世界∩｝｝1発．充展迂

一ヒ国）で・）・日i伯立を求δコ）てゾ川∫1いの高ナ勿やベ

　トナム戦争て＼軍・1享費の‘」：止，∵が契桟になつ

てアメリカ主導ドハ1巨：采’沫主義経済秩序は動

1、ilと危桟の様相を深き5ていく「1‡になる．これら

を筒造的な契機として．世界資本．il義経済FIJこ序

の枠組ニブレトン・ウ・・ズ体制がアメリカ・・’咋・

　ドル交換の全lni禁1｜：（71年〕によ’）て恨幹を㍑さ

ぶられ、73年秋のi石油ショノ’／　によう｛i油

・ハ高価格体系「ノ、形成，そして7い751ト・）世界同

時過剰生産恐慌iによって，弟二次大戦後の世

界資本主義を枠付け’ていた相対的な交定成長

が，世界的なスタグフレーションと戊＼量失業に
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表一1

明星大学社会学研究紀要　　　　　　　　No．5

　資本主義諸国の実質経済成長率

　　　　　　　　　　　（年平均）

196・一・・年1969－73∋・974－78年

よって特徴づけられるような，しかも単なる循

環性の周期的過剰生産恐慌のそれとしてではな

く，深刻な長期的な正に体制的，構造的な危機

IH∋　・…1…∋　・，7・〃 に見舞われる事となった（表一1，2参照）。

アメリカ

西ドイツ

イキリス

5，1 3、3 2、5

…　1・・1 2．o

表一2　資本主義諸国の失業率の推移
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1
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（資料出所）　日本銀行調査統計局こ日本経済を中心

　とする国際比較統計』，1980年版，
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r資料出所ノ　表一1に同じ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
表　3　サ　　ミ　　ッ　　ト　　の　　経　　過

w－ 1

ランブイエ会議
A

プエルトリコ会議 ロンドン会議 ボ　ン　会　議 東京会議1
！

　
日
　
　
　
時
1 1975．1L15－－17 1976．6．27・28 1977．5，7・8 1978．7．16・17 1979．6．28・29
「　　1【き　　　　　　　　　　一’　万　　　　｝リ「

フランス
パリ郊外ランプ

アメリカ
サンファン郊外

イギリス
ロンドン、．首相

西ドイツ
ボン、旧首相官

日　　本

東京、迎賓館

イエ城 ドラドビーチ 官邸 邸
1

＿
⇒

：参　加　者〕

1日　　　本 三　　木 三　　木 福　　田 福　　田 大　　平
アメ　リ　カ フオード フオード カーター カーター カーター l

lイギリ　ス ウィルソン キャラハン ㌔ ；一てヤフハン ．与　　　　　　一

イヤフハン サッチヤー
1

フランス ジスカールテスタン ジスカー㌧テスタニ 　　　　　　　　　一ジスカール丁スタン シスカー㌧テスタン シスカールテスタン ！
西ドイツ シュミット シュミット シニミット シニミソト シュミット ；
イ　タ　リア

カ　ナ　ダ
モ　　　ロ モ　　　ロ

トルドー
アンドレオ・ソチ
ト）レドー

アンドレオーチ
ト・レドー

アンドレオッチlIクラ＿ク　　！

欧州共同体 ジ・＝ンキンズ ジニンキンス 1ジニンキンズ l
l経済政策

国際通貨
貿　　　易

経済政策
国際通貨
貿易・投女

1経済政茉1彊繋問）
経済政㍍
国際通貨
貿　　　り

経済政策

1悟’イン）
1
1
1

議　　　題
南北問題・一次
産品

南北問題
エネ，レ芝一

貿　　易
南北問題

南北問題
エネルキー

1貿　　易
南北問題

エネルギー 東西問題 エネルキー 　、、工不ルギー ‘

東西問題
！
1
1為替相場制でア 「インフレなき 山際収支黒字国 国ごとに経済成 1985年の石泊｝‘∫！

メリカ、フラン 経済拡大」を共 責任論か浮上、 長を公約するな 費、輸入呈の国！
スが対立するな 通の目標とする． 赤字国はインフ ビ、景気刺激笹 別日標を設定、’
ど、国際通貨に イタリア共産党 レ抑制．いわゆ で「役割分川： 　　　　　　1エネルギー問題

特　　　色
佳占’．．、’，、、⊃

対策で「秘密の 　　　一る‘［i独機関車
　　　　　　！とインドシナ問

合意」、 P’．、

ziH’」 題が集点∨
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　去一1，2より明らかなように，70年代前半

において世界資本主義は重大，深刻な局面：こ立

ち至っていた事が確認出来る。それと共に，

第4次中束戦争の勃発（19731．g），イラン革命

（1979年），ソ連のアフガニスタンへの侵攻

（1979年），等による・’パクス・アメリカーナ〉

体制の動揺が，世界資本主義体制を歴史上かつ

てなかった程に構造的に震憾させたのである．

　こうした世界資本主義を取り囲む国際的な政

治的・経済的諸条件の変化の中で，新たなくバ

クス・アメリカーナtt・体制及び新たな「経済成

の　構　造　　　　　　　　　　一33一

長」体制の再構築を目論んだものこそが，今日

の「冷戦回帰」と新自由主義的施策とを結合さ

せたいわゆる「レーガノミックス」に代表され

るマネタリズム政策である。そしてその主要舞

台となったのが、75年にスタートしたサミット

　〔先進資本主蓑国首脳会議）であり、　これは

米・日・欧相互の関係をアメリカ主導下での

　「調整」と「役割分担」によって西側同盟の再

構築を計るという性格を持ち，軍事力の強化を

その戦略的構図として保持するのである。

　　Lかしながら，サミソトによっても世界の経

ペネチア会議 オタ　ワ会議 ペルサイユ会議
ウィリアムズバ

ー グ会議
ロンドン会議

1980．6．22・23 1981．7．20・21 1982．6．4～6 1983．5．28～30 1984．6　！7～9

イクリア
サンジコルジコ
・ マジコーレ島
チー二財団

カ　ナ　ダ

ォタワ郊外の山
荘、シャトー・
　　　一モンアベロ

　　一フフンス
ハリ、ベルサイ
ユ宮殿

アメリカ
バージニア州ウ
ィリアムズバー
グのキャピトル
（旧議事堂ノ

イギリス

ロンドン、首相
官邸

〔大　来〕 鈴　　木 鈴　　木 中曽恨 中曽恨
カー．ター レーカ’ツ レーガン レーガン レーガン
サ．／チヤー サーチャー サッチヤー サッチヤー サッチで一
　　　　　　　　　　　’シスカールアスクン 　　　　ミッァフン 　　一一ミツアフン ミ　ソテラン 　　一一ミ・：・アフン

シニミ・ノト シニミット シニミット コ　ー　ノン コ　ー　　，レ

コ　シ　カ1 スハドリニ スパドリニ ファンファー二 クラクシ
トルドー トノレドー トルドー トルドー トルドー
ジェンキンス’ ト　ルン

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

卜！し・ン，マルァンス ト　ル　ン

経済政策 籠済政策 経済政策 経済政策 径済政策（成長戊

際’イン） 財政・金融
貿　　易

（失業・景気）

貿　　易
貿　　易
南北問題

買易（債務）

国際通貨（．金刊、

国際金融 南北問題 南北問題 エネルギー 　、Ae工不ルそ一
南北間題 エネルギー エネ，レギー 国際通貨 東西間題
エネルキー 束西問題 東西問題 泉西問題 （核軍縮交渉）

イラン・アフガ （対ソ制〕如 南北問題
ニスタン問題 先瑞技術開発 （非同盟問題）

エネルキー、イ 「政治と経済は 1］’ソ戦略での団 ヨーロソハ核配 核軍事力増強の
ンフレなど経済 分離できない一 結は成功せ丁、 備をうたう　「安 ・㌧：場からの「経

問題に加え、ア ことを強調し、 亀裂深まる．フ 保声明二を採択」 済宣亘を採択
フガニスタン問 対ソ強硬戦略で ・1一クランド汀 核軍拡サミート し、西側同盟体
題など政治論議 結束をはかる 争など政治論議 の様w 制の「共通価f直
か浮上。 も激論。 護持」を謳うが、

経済的利吉対立
と主張のくい違
が目立つ．
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済危機は容易に打開1±1来ないばかりか、政治

的，軍事的には「司際緊張をi放fヒさせ、世界的阻

模での危機を一・層深刻なもの1こしていろ．しか

も，そうした危機バ深まりは，≡ミット内部の

矛盾対立や亀裂をも顕在化させないではいない

のである（去一3参照）。

　このように7り午代の．1【」：界資本主義経済ば，構

造的危機からの有効な「脱出【コニを見出し得な

いまま・” V9くの国で70年fV後半財政危機が構造

的なものとLて経済内にビルト・イン．さカるよ

うになっただけでなく、その状況がますます悪

化の傾向を示しつつあろこと，そしてこのよう

な状況が国家財政の経済にたいする積極的介入

機能を衰退させ、経済．づスタグフレーシコン的

・Xヵニズムを持続させろ主要な要因パ　・つとな
（へ

っている．と指摘されろように，財政危機・財政

破綻の問題が去面化して，．経済成長」政策が実

施出来ないのみならず、構造的危機がより深刻

化の様相を口Lているのが，8（り年代におけゾ，世

界資本主蓑の特徴とな’・て1、・ろC」i｛－4参照．

　　「二れは、70年代におけ’る経｝斉危七の楚生に

対応して、経済戌長の破］llミと激増する．失寝者・．’．、

吸収を目的に、財政呪模の拡大，国債発行の増

　　　　　　　　　　　　　表　4

No．5

加を基礎に．たとえば軍拡という形で財政的有

効需要拡大政策を60年代までの成長局面を上ま
　　　　　　　　〔P）
わろ規模で実施した」事によるも　’；）であり．国

家独占資本主義の矛盾が，「介入主義．匡ド家体制

により、より深刻化Lた矛．盾を生女出すという

情況，すなわち，　「介入国家の一・つの基底的矛

盾は、加助金，資本破壊〔減価i、生産力発展、

社会平和等々のための国家支出が必然的に増大

していくことにあり．それは蓄積過程がt，’」二滞に

向っている場合でさえますます上昇する価値控

除を必要とするのである。すなわち、国家介入

は、その桟能が利｛閏率の傾向的低下にたいする

反対r乍用を粗：1，li・（し、蓄積過程が1．．均衡ゼ1勺”に進

行するよう保ち、階級対立と資本主liiξ的に．規定

されナこ生産ノ」．発展し’）形態との　1二召二会自り；二苫8乱自勺

な』含意を除去することにあるのだが、それ自体

が蓄積過程を妨：ず．それが調整Lなけれlfなら
　　　　　　　　　　　　　　　　くル
ない諸矛盾を別のレベルで生ぜし．める」という

事になるのてある　つまり、財政危機（財政赤

字）は、今U．ハ川家独占資本主義及び「介入主

義」国1家の必然的矛盾て1ある事に他ならたいの

である、

そしてこの危機からの打開策としては経済の軍

主要資本主義国の財政赤字規模の増大

1970

1971

1972

1973

1974

1975

1976

1977

］978

ユ979

u　　叡己円．・

財政互芝F；：

　一756

－ 7，774

－ 10，882

十2，171

－
8，806

一 46，679

－ 65，898

－
9ユ，875

－ 98，627

－ 140．500

ば乏兄．・：え出1で／

一
〇．9

－
8．1

－
9．1

÷1．5

－
4．6

一
22，4

－
26．9

－
31．6

－
28．9

－
35．4

アメリカ．▲OO　！jl’L

：：］．攻収支尻

一 11，377

－
24，811

－ 17，366

－ 7、888

－ 10、885

L
ノ

〃
．T

：

じ
．
人

．
．
　
ゴ
゜

」
＿
）

　
’
ノ
r
r
支ア
人

　＝
1
．

一
5．6

－
11．3

－
7．3

－
3．1

－
3．7

一
23．3

一
ユ5．1

－
12．2

－
9．5

－
5．5

い
t
l

，

ノ

・
ニヴ0Ulア、

1
ン
／
』イ

ハ
．
t

　
〆

♪L’
tl
パ

1
ノイ

ー－

、
i
｝ヨ

財設収二晃

÷1，019

　－695

－
3，799

－ 2、771

－ 10、463

一 35，007

－ 28，566

－ 22．196

－ 26，356

－ 28，823

　
ノ

．
t

　
シ歳e．

し

リレ又N川〆
1

ヨ．2

－
0．7

－
3．5

－
2．3

－
7．8

一
22．0

－
17．3

－
13．0

－
13．9

－ 14．2

財致口支見

：1，757

⊥ 1，383

－
511

－ 1、739

－ 3、232

一 6、630

－ 5，594

－
5．216

－ 8、381

－ 6，676

収支［え／歳出（％）

÷12．5

÷8．9

－
2．9

－
8．7

－
12．1

一
18．4

－ 14．2

－
11．9

－
16．3

－ 10、9

‘注〕　日本，　tギリスは4月からの会計年度．

（資料出所1蚕一1，2に同じ，

アメリカは暦年に換算．．その他は暦年数字．
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事化を唯一の依りどころとせさるを得ない国家

と独占資本の危機対応戦略は、我々の「平和・

くらし・民主主義」と抜き難い形て対立矛盾の

川に立たざるを得ず，アメリカの「レーガノミ

ックスー，イギリスの「サッチャリズムー．日本

の臨調「行革」路線はその具体的表現であり、

「経済のパイか大きくならず，他方、各国が防

衛支出増加を約束しあっている場合．どこから

かそこに回す金を持ってこな（－1’ればならない．

そして社会保障分野こそまさにそσ）源である」

（米国防省，83年度1共同防衛への［司盟国の貢

献」報告書）といいt　r公共支出にたいする負

担が増大していろことを少なからず！1とL念してい

る。公共支出は．わ．bわれの国民経済が負担し
　　　　　　　　　　　　　　　　11）
うる限度内にととめておかねばならない」（84

年，ロンドン・サミットi．経済宣言一1）として，軍

拡のためには公共支出、特に社会保障費の削減

以外にない事を明確に表明していろのである。

　それては、これらに係わっての日本資本主義

の　構　造　　　　　　　　　　一35一

の現段階は一体如何なる情況にあるのだろう

か。

　戦後、アメリカの世界軍事戦略上の、すなわ

ち，日米軍事安保戦略の枠組において「経済成

長」を遂げた日本資本主義は、＜パクス・アメ

　リカーナジの動揺に伴なうアメリカの世界軍事

戦略の再編1｝；ilに伴い，いや応なしに、新たに過

重な分業（西側の一員」としての役割分担）

を強いらわている．ベトナム戦争ての敗北は，

　「韓国の安全が，朝鮮半島の平和維持と東アジ

アの安全に緊要」　（75年8月61－1，三木フォー

　ド共同声明）との日米共通の認識を持たせ，今

や経済大国となった日本の果たすべき軍事的役

割の強化を課L，日米共同作戦態勢の確立を急

がせた。しかし，当時の日本資本主義は高度

　「経済成長」政策時からの膨張した補助金，公

共事業中心の財政運営が，75年からの赤宇国債

発行の恒常化により，財政破綻の問題を緊急の

課題として抱え込んでいたのである．（表一5

表一5　急増する国債発行残高と国債費 川1位：億円，（　　内は前年度比ち〕

　　　　　　　　　　　　予算に占め
年　度　　国　　債　　費
　　　　　　　　　　　　る割合（％）

国債発行額

（収入金）

1974

　75

　76

　77

　78

　79

　80

　81

　82

　83

　84

　85

8、470　｛23．7／

1LO24　「30．2i
　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　　　し

18、43〈〕　〔67，2）’
　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　　　1

23，153　（25．6〕

32、3］8　〔39．6ヒ）

43、756　135．4小　1

54、916　〔25．5v

66、542　（21．2）

69、069　（　3．8）

81、697　（18．3）

91、551　s12，1）

102、241　↓11．7）
　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　　　　1

4．4

5．3

7．5

8．0

9．5

11．3

12．7

14．2

14．6

16．1

18．1

22．2

2L60∩

52．805

71，982

95．612

106，740

134、720

1－11、702

128、999

140、447

134、863

ユ26、8（」O

H6、800

うち特例債

　　　　　　　　GNPに占め
累　硫　残　高
　　　　　　　　る割合　（％）

20、9U5

34、732

45、332

43、440

63、390

72、152

58、600

70、087

66、764

64、550

1り2．241

　96、584　〔27，9戊

　146、731　ド55．O）

220．767　｛47．4〕

　319、024　（44．5）

　426、158　（33，6）

　562．513　（32．0）

　705、ng8　（25．3）

　822、734　（16．7、

964，822　（17．3）

1、096、947　（13．7㌔）

1、220，000　r11．4）

1，330、0〔〕o　「　8．9ト

7．0

9，9

13、0

16．9

20，6

25．3

29．3

32．3

36．1

39．4

41，3

〔注）　84宇度までは実績であるが，85年度は年度予算である、

L資料出所）　日本銀行二経済統計年報」：大蔵省「国債統計年報こ
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参照）。

　こうして川3ミ．と独占資本は，増大する赤字国

債の圧力と、アメリカの対日軍拡要求との狭間

にあって不安定な危柱姐Ll戦略を余｛ノ＼無くされ

ていく事とたった。そして78年にカーター大統

領がソ連の脅威を掲げ、力の政策のπド築を呼

び掛けるや、政治、軍「h：面はもとよりあらゆう

蜴面でのr　i・．il　k安保」論を展開1．始め、　H＊安

保を軍事同盟として攻守同盟化へ向1二1’てkdli，的

に変質化を計る事となる．，その「！欄をな1たの

が78年11月の「日本防衛協力．／T）ための指針．．一ガ

　　　　　エゴ
イドライン1の合丁てあろ，このガイドライン

の確認は，事実上の安保条約の改定ともいわ．ll

るように，「滞隊の海外派兵への道の第一一歩と

もいうべきもので．それを補強するものと［て

79年6月811には．事実上の有事法制束走・ノ）推

　　　　　　　　　　　　　　13）
進を策する「防衛二法改正の提言」　（自民党国

防問題研究会）を発表するなどして、戦争管埋

国家化への道を着着と・II・備したのである

　このよ）に，財J改危已より引き巳こご力・：，

「正統性の危tt」を、アメリカを「核心1とし

ての「西側同盟二総重り員体制によってし7！｝寸∫開

が計られないところに，今日の危itiが資本一ヒ→．

の体制的，構造的危桟と見lr1しミされろのである。

　81年1月に就任した対ソ弦1硬論者レーガン火

統領は，直ちに対ソ軍事対決姿勢・ハ強化と，そ

のための国防費の増頑に乗り出Lた、そして81

年5月の鈴木一レーガンロ米三談では共同川り！］

において始めて「1米の1同盟関係．を明記し、日

本が積極的に防衛役割（1000カイリのシーレン

防衛）を分担することを明示した．、こ，｝1を契L。

として，日米間は析しい同盟門係の段階に入っ

たのである。がしかL、8211三10．n　，｝1｛民江の稔竺

選を前にして鈴木n幽相か突然㌣：」．を表明せさる

を得なかったように，国家と独占資イくの危じぴ「

応戦略の不安定性はその深刻の度を澄1、くしてい

たのである．それは，鈴木内閣が，　「増税なき

社会’≠研’だト己1””　　　　　　　　　　　No．5

　　財政百建」を課題とし、国債の減爪を謳い、そ

のために第二「臨調」　（弟二次陪；時行政調査

会）を発足こせたが、財政赤宇の原凶でiiうろ補

助金や公］い6：叢費．TV副ばが、自民党の党利党i‖1；

的な政権維持のたbbう思，占から進まない上：こ、

アメリカからの強引な軍担要求に抗1一きれ一1ご、

一旨字国債の角㍑1「1ど二うか、8」年度末には「］債残

高が川0兆円を突破する事か川白とノ丈った事態

に端的な引蔓が，」㍉．bたハでii’ζ，

　対ソ核戦「9rでアメリカ○生ごパ：，戚「IG　＝同

時㌢充戦略〕を採川づ鴨ろt｛．　」｝ミ：伯ヒ．∫ルーガン軍

事波略ば、アズリカ主導下バ世界秩序，、自而制

をLl指した：・’z】J　”Jと西側ll1」1貼il3　P．1との集団的

軍事同盟休制強fヒの戦略’”）・）、当然我国：こも

政治的、経済的，軍事的たr役∩rj川1じを強く

求めて去た．その為，財百倒．、ぼ高］00兆円

を超えろ赤字川f貝の存在に｛］スざす、　rlE統性の

危｛：．k」へ・ハ対幽応戦i略に呂：1£1Lていた川家と独占

資本は、芝配のIE統・「生を恨拠づけ．てきた資本主

れ的民ヒド永国づ㍉1）原理、井念を放棄十うとこ

ろに．敢二て［li統性へ）合…化／、：1己出寸他な

く，そi｝VIE択J．i，1．中」根「人購い、：、口三を二はせ，

支配層日らが日まるに止まれない反動的、強：t．

的な臨戦［－／1；」ll！国家」体山＝「日イく型ファシズ

ムー1の道へと走り出十他取り得る丁：一、1万：をS’，，二

；：

ミか．．、．”二．ハir：tt：｝る

　事実、中n’1日斜、，1は就任［i1．々・Sl㍑ド1月ノ

に、全∫い一ミ統碩と・⊃共同占明て‘川次元r）　i］

韓門係」を強調し，続いて行われたレーガン大
　　　　　　　　　　　　　　　リヲ
統領とのこ㍉．’三でに、　「日米迂命共同体」を確認

L合い、不沈空母、四：卸∴封丁、シーレーン防

衛を日米軍’1洞盟下での口｛くの吻行川llllの已本

とし、　、べ村（1杓：二米iい三さら：こ：撒N・yTOとの一・

体的’・1．｝：同U｛1体制・う仁菜を中・、、O恨内閣の仕事と

した。そしてその為の国家体制づくり’lrlL・i去改

悪の「時間表を心中に抱いて」果していこうと

しているしりであろ，
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　経済、財政の危機と連動Lた「正統性の危

機」への対応戦略を1否易に持ら得ない国家と独

占資本は、反動的、強権的な臨戦「管理国家」

体制づくりにおいて中央突破を計ろうとする

が，この策動に、戦後40年川に］17われて来た民

主主義的話改革，諸威果への抑圧へと向かわさ

乙を得ないL、中曽択内閣⊃二・」パ刊；」］は正にそ

の方向への軌道てあつた．’t

　こう［た歴史的岐路に・㌦：つi．1本社会の諸］・目を

｝欠1こヌへつめてフくろ与事とづ～ろ，

三　平和・くらし・民主主義のtt危es　1’

　第二次大戦後日相］三i家㍑、財政の民主化と健

全財政のぼ持を刊！念とする財政法（1947ゴ1こ法律

34り・）を．財政運営の足本1」1として制定Lたtt

これは15年川に渡っlsこ日・右）侵陪戦う是その財

政運営にりす〉：、反省にJtl　．・て制’・工これたものて

ある．すなわち、国家財政が著Lく均衡を失し

ていた（1937午当時で国家予算の46％が軍事予

算であった）上に、歯ILめなき軍fl制広張を川う

財政とLて増え続ける公日の償還が、尋常な手

段では為し得ず，結果は国民をドpl召の戦争状

態と悪1生インフレの深イヒという匡｜民総犠許生，　）念

貧乏化を強いたという戦前、戦時の歴史の教訓

に学んたもビ1てあった。この財政法第4条で，

一

国の歳出ば．公債又に借人金以外の歳入を以

て，その則’源としな：1‥れにならない⊂但し，公

共事元ミ費、出資金及び、貸f］金の財源について

は、国会…議決を経デこ金訂い範囲内て、公債を

レリ　　　　　拝孝　　　　　」宣　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　37　一

発行し又は借入金となすことができる」と，国

家財政の財源として国債及び借入金に依存する

ことを原則的に禁止した事に、歴史の教訓が刻

印されたのであろぐ

　財政民主主義（＝均衡財政主義）を曲がりな

　りにも堅持してきた戦後日本国家の財政運営

は、いわゆる「65午不況」を転機に大きく崩

れ，特に「石油ショック」後の75年，三木内閣

ての財政法4条についての特例法の成立によっ

て，特例国債（赤宇国債）の発行に踏み切って

からは，国家の借金は雪ダルマ式に膨らんでい

　った。　（去一一5参jl駒こ

　借金財政に転化した後も，高度「経済成長」

政策時と同様に、川助金と公共事業費のいわゆ

うバラまき財政以外に支配の正統性（合理化）

への根拠づけを見出し得fs’かった自民党財政

　も、79年に国債の残高が50兆円を超えた時点か

　ら，1一正統性メカニズムーの危機回避を策しての

国債依存財政からの脱却＝財政再建の必要性を

声高に叫び始めたtしかしこの時期，米ソの核

軍拡競争の激化によるアメリカの対i［1軍備拡充

要求の激しさが増し，　「防衛費」の増加が歳出

　削減の大きな足川となっていた。事実，教育や

福祉予算が厳Lく抑えられ削られる中で，「防

　衛費」だけが聖域化され，突出した予算が計上

　されるという異常な事態が続いていくのである

　（表　6参照）．，

　　こうした事態にあって，戦後民主主義への反

　感を底流とLて持ち、戦前的価値への回帰志向

表一6　防衛関係費，社会保障関係費，教育関係費伸び率比較1％ノ

年 度 1978 79 ・・ 181 82　183 81 85

1
〆
L

パ己
友

ε
ノ戊 12．4

1・．・1・，5
7・6117・8 6．5 …1…

社会ぼば関係費 19．2
ワ
一
T

⊥ 7，7 7．6U 2．8 0．6 2．0 2．7

教　育　関　係　費 16．9 11．6 5．6 4．7 2．．▲　　－1．］ 。，810．04
　　　　　　　　　　 1

、注♪敦育買け、文教及ご川学振藝費から，

吐経川所1各年度子算llはり算出作成

科学技術振興費を除いたもの
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すなわち天皇制軍事国家体制の再興に掛ける超

国家主義的思想の持主中曽恨康弘の登場は，戦

後日本社会の民主的運動が育んできた「平和・

くらし・民主主義1にとって最大のく危機∴情

況である。

　戦後民主主義の理念に基づいた政治・r鯖・

社会諸制度への全面的否定でしかない反動的な

「戦後の総決算」を遣り遂げようとする中曽恨

政治は，　「憲法は非常に6改妙な問題だというこ

とをいいたい。私は、いわば非常に長期的な時

間表を心中に抱いているが、わが国の国会にお

いても，あえてそれをいうつもりはない（傍点

引用者）」（83年1月19財1’，ワシントン・ホス

トとのインタビユー）と先ず議会制民主主義の

軽視を政治姿勢として持ち，政治の実行を「い

よいよ，ときの潮は満ちてまいりました。私は

先ず行政改革を断行して成功しよう。……この

大きな仕事が失敗したならば，教育の改革もで

きなくなる。防衛の問題もダ刈こなります、い

わんや憲法をつくる力はダメになってしまうの

であります，／したがって、行政改革で大そうじ

をして，お座敷をきれいにして、そして立派な

憲法を安置する。これがわれわれのコースであ

ると考えておるのであります」（81年5月4日，

第6回生長の家相愛会男子全国大会での挨拶）

とする。こうした中曽根政治の反動性，強権

性は、その政治手法により具体的に又て取れ

る。すなわち、議会制民主主義軽視の政治態度

を基本とし、　」1第二臨調；（会長土光敏夫）方

式による行政改革の推進、．文化と教育に関す

る懇談会』　（座長井深大），一臨教審」　（会長岡

本道雄）を舞台にした教育改革の推進、　1．平和

問題研究会（座長高坂正完）による軍事費枠撤

廃論の提言，　1”経済政策研究会」　（座長牧野昇

三）による民間活力の積極導入，等々に認められ

る如くあくまで首相の私的諮問研究機関乃至は

その性格の極めて濃いものを通路として，中曽

No．5

根自身の政治理念を具体化させ，それを答申乃

至提言という形でマスコミに流し，それによっ

て世論をあろ特定の方向へ誘導していくという

政治スタイルを取るのである。そうした政治的

スタンスにおいて．　「運命共同体一，　二不沈空

母」の対米誓約の上からも現憲法の改定やむな

しの政治的雰囲気を醸成し、憲法のilJj文改憲へ

と，中曽根個人の超国家主義的理念の実現化を

策そうとするのである　それはまさに対米従属

下の「日米軍事同盟体制国家」つくリへの強権

的な臨戦「管理［’i三嫁」体制づくりであt）、　PF

和・くらし・民主主義」死滅への地均しでしか

なく，国民が総犠牲、総貧乏化を余儀無くされ

ろ国家体制づくりに他ならない。

　では．「戦後の総決算」の構図は、「平和・

くらし・民主主義」のく危機〉と刻1何様に係わ

っているのだろうか。

　中曽根政治の特徴を要約すれば、［戦争管理」

体制づくりに、独占資本の利益を擁護するもの

としての「綜合安全保障戦略一を強権的：こ取り

込んでいこうとするところにあるといってよ

い。資本主義的民主主義の基本的価値と相容れ

る事のない中曽根政治は，　「国際的スタンダー

ドに日本人の発想や社会経済の仕紐みを，もう

一度意識的にかつ明確にOP　‘）換え，強力に実行

していく段階になっている」　（83年8月29口，

自民党夏季研修会講演「活力ある国際国家日本

をめざLて　戦後の総決算とは何か一一ピした

上で，憲法上の制約を「特殊国家」のあり方と

して斥け，標準的な西側の一員たる国家独占

資本主義国家とLて日本の国家体制を1至∫編制し

直すという事で独占資本からの合意を掠め得る

事に成功したゾ）である。そのためにこそ、三公

社五現業の分割民営化を強力に推進し，国民生

活擁護のための種々の規制や制度の緩和、yHL直

しによって民間活力の積極導入を計り，自分の

事は自分で責任を持つという意識（自助努力）の
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喧伝を通じて国家の自己責任体制の確立を愛国

心として煽り，　「防衛費と経済協力費」の「聖

域化（別枠化）一を合理化する、等々においてH

本資本主義での軍事経済つ高度fヒを押し進める

のである．その戦略的「核心」を］］±うのが国云

と独占資本が一体となっての臨口型「行財政改

革」の強権的推進なのである＝

　こうした国家戦略的「核心」：二位置すろ臨調

「行革」は、　「「国家財政の）危杖が制限され

ずあるいはインフレと（i，f，｝▲こし　tこ’）国パ破産、

すなわち、小資本家．賃金生活者、年金生活者

および中間層へのしわ寄せによっての良制限さ

れるかぎり．再生「㌧こ必要な二公的課題二を日i

慮しないか，配分じrl弁を現実化するか．すなわ

ち労働力商品の価格の利潤弓ζの保謹の1，i的のた

めに増税’1によって体系的に低下させるか，の

二老択一しか残されていないのてある、両力ば

選択肢の帰結の中にあるいは、それらが形式的

一
民主主義的な，自由主義的　法冶国家的諸門

係の枠組においては、一定の限度までしか‘ij．’行

可能ではなく、その限度を越えれば、フロレタ

リアートにたいする公然たる暴力の適用（ある

いはまずもっては「限界的集団」にたいしての

みであっても），．A必至となるのである。この展

開の十分な評価は，もちろん多様な「反対に働

く諸傾向1，すなわち生産性，科学および研究

の促進のような一定の，蓄積過程を支える行政

的戦略の作用から帝国主茂の一＾般的状態にいた

　　　　　　　　　　　　　　　ばら
るまでの、．十分な認識を前提とする」と指摘さ

れる如く，行財政の民主化と逆行する方向性を

明確に示し，軍事費の異常突出，国民生活の総

破壊と国民の民主的権利の総否定を強力に推し

進める強権的な臨戦「も理国家」体制を必然化

せざるを得ないのである。

　因に臨調「行革」開始前の81年度予算と84年

度予算とを比較すると事態は明瞭である。軍事

費は，わずか三力年間に22，3％も増加した（仮

しり　　　　　f再　　　　　」三き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　39　一

　りに85年度予算が概算要求通りになるとすれ

已，軍事費の仲びは4力年間で30％を超える事

になる）こなかでもレーガンの世界戦略に従って

の，1000カイリシーレーン防衛のための正面装

flli潰の1申びは47．6％と極立ち，又韓国や桁争周

辺国向けの比重を強める「己済協力費」も27．9

％と急「汀ぶりを示している，　ここ：ここそ、　「西

側の一員二として「世界政治の中で日木の発言

　㍑を強化し一、「政治大国の重みを増していく」

　とい・）i柏、；艮政治と“死の∬訂ぐとの野望が具

現化さ力ているのである，

　　これに対して，国民生活［プ］連予算は軒なみ削

　減され（去一6参照），老人医療有料化、健康

　保険法・年金制度・1）改悪，老人ホーム・保育所

　の措置費凍結、行革一括法による40人学級の凍

　結．私学助成の10％削く，自治体補助の一律10

　％削演、1．J々福祉．教育での筏害は拡大化して

　い7．社会保障関係費は3力年間にわずか5．5％

　増，文教費バ2．0％増に才田え込まれている。そ

　して中小企茉対東費や農林水産省予算に至って

　に．各々8．2％マイナス，1．7％マイナスが強制

　されて来ている。国民生活関連予算に関してい

　えば，当然増経費をも認めない正に国民生活総

　破壊の臨調路線という他ない事態である。

　　このように日本資本主ざの体制的，構造的矛

　盾を何んらll7決し得ないままの国家と独占資本

　は、自助努力を旨とする「日本型福祉論」の展

　開に加えて、戦後日本資本主義への合理化の意

　義づけとして自らが積極的に喧伝してきた国民

　の90％以一ヒの一中流一意識は、全くの幻想でしか

　なく，その幻想の意両の基盤も崩壊を来たし、

　今日ではむしろ所得、資産の階級間洛差ぱ開い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16
　ているゾ）だ、との宣伝に転換し始めている。こ

　の」｝1は，各組1［論調査に認められる「将来のく

　らし」への人々の不安に付け入り，「将来」へ

　の危ぽを信る事態の中で国民総ガマン化へ向け

　ての大旦思想動員体制を仕掛けてきたものとみ
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る．事が出来る。つまりは，日本資本主義のぷ已

的危機の隠蔽を，国民の主活不安を利用して、

真の豊かさは「物」の呈によるのではなく，

　1心」の豊かさこそがより大切であると喧伝す

る事においてn’X　L．日本人としての，日木社会

としての「豊かさ」と偽装すろのである。そし

てより重要な事は，国民の生活不安をもって

「綜合安保戦略」へと取り込ゑ，「危ts、　trT；理」

体制への正統性の根拠づけに利用していこうと

している点である。正にこの面での動きにこそ

　1’日本型ファシズム」＝強権的な臨戦「管理国

家」体制づくりの特徴がり蹴1＿示されてお，），

国会行政桟構の政治的配置を「国家行政組織法

改正」等の「行政改革関連六法」で骨抜きにし

た上で，国家への権力の集中化を計り，国家が

社会（国民生活）に対する全面的な（制御，統

制）管理桟能を手中にした「一管理国家1体制の

特徴がここに認められるのである，。

　　「綜合安保戦略」c7）軍事化が，国民の一危

機」意ぷを恒り，　「危機管理二を名目とLた口

米軍事同品体制国家づくり及ひ日本資本主云の

全般的危桟の反動的，強権的回避とに係わろ］、

のとしてあるという一拝は，それはそのまま戦争

官理国家樹立の策動でしかあり得ないcその戦

略的「核心」の位にに据えられるものとして．

有事即応態勢の整備いわゆる有事法制策定との

絡みてつ日本社会全分野にわた⇔戦時即応「危

機官理」体制確立：の動きがある。この｛A討を首

相の特命事項として危機管理担当相（特命相）

に委ね，特命相の私的勉強会として白衛隊OB

を中心メンバーとする「危機管理問題懇談会」

が，中曽根の「民主制は公共の福祉のために，

いわば自己防衛の方法を持ち，その力を発揮せ

ねばならなくなる一．． 民主政治もまた，平常

時．平和時と危機を迎えたときとでは，もらう

ん運用は異なってくる」C噺しい保守の論理」

78年10月）との考え方を受けて．「民間防衛1自

学研究紀要　　　　　　　　　　No．5

警団）」迂動の組織化など．有事即応態勢確立

へ向けて動き出した事は，民主主義破壊の本質

を抱え持ら，それがための有事法制策定は，

　「公共の福祉」に名を借りて，国民の民主的諸

権利を抑圧七議云｛｛；り民主主羊の破壊を計る休

制を法制的に整備しよハとするものに他ならな

い川であ7、これに係わって、マスコミなどに

よう情報収集が場合によっては死刑：こも処すと

いう内容を持つ「口家鼓畜法」制定逗動の活充

化，近代政党政治を否定し、Jkl賛政治体制に道

を閉く1政党法要綱（吉村試案）」の作成．．已

肖：」防止を口実としての反核・平和運動など大

衆運動を現制．抑圧する動き、治安の名の下に

人権を抑圧する「1一湧1拘禁二法」を巡る司法の

反動化，．；i．　7〈強催的な臨戦「管理国家」体制づ

くりはその歩を速めている。

　このように，　「戦後総決算論」が，国家と独

占資本及び日米安保軍事同盟体制にとっての

危桟」をもって「危機1㍉里」体制を急ぐのは、

西側の一員として強権的な臨戦「管理国家」体

制づくりを1，1指すが故にであり，そのため戦後

日本社会が五得して来た民主的諸権利を弾圧

し、その最終的仕上げiこ忌法改悪を見据えてい

る事は明らかである。

　日本国民が弟二次大戦の莫大な桟牲の代償と

して丁にする事の出来た平和憲法国家の理念

か，戦後の総決算の．k動と否応なしに対時させ

られている事態のく危機〉的状況は，過去40年

間のどの害態よりも，より深刻である。平和憲

法国云の理念に法る道を選ぶのか，戦争への危

険な道を選ぶのか，歴止的岐路での二者択一を

我々一人一人が迫られており，戦後の総決算の

t険な策動に対し，これと対決し，その企てを

打ち砕くだけの力を日本の市民祉会が保持して

いるか否かに日本社会の民主主義の命運が掛っ

ているといってよい、
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四　腐朽の思想情況

竜　蔑’　…

　強潅的な臨戦二管理国家」体iil］Jへの正統性の

已義づ1ナのために一 戦後v）総決化］：一の名の下に進

められてい’f’）が．臥敦盲（臨時教育審議会）

を主万台に繰り広げら川ろ教育改革の動きで

あり，マスコミ・文化・思想情況での統制強化

一一．
右傾化の動きであろ　一…スニヱミ・文化・思山

　　　i
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　壬　　　　　　　　　シ　　
　
　　　　　　　己　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　
　
　　　　　　　で　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　ソ　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　」　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　i
　
　　j　　　　　　　　　　　　　　　　　き　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　ま　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　

　
　　　　　　　　　　　　　刀　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i　　　　　　　　　　　　　　づ　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　ミ　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　
　
　　　　　　　　三　　　
　
　　　　　　　　　　　
っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二　　　　　　　

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ュ　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］3　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　（　　　
　
　　　　　：　　　　　　　　　こ

によって簡言ミに表現す・1，‘lrが出末る）中曽恨内

閣ぼ場んに、　幽現実主辻　を一）石「，諒土会党が

「二：L一社会党」を掲：t：，中道勢力と一緒に自

民党政治の補完プヅカの…“1を積極的に担ってい

ったのと呼応するかの如くに、　マスコミ・文

化・思想情況に、同様の傾向が1が汰化していっ

た。フジ＝Lンケイ・クノし一フ．文芸春秋．中央

公論らの攻言の前に．lf田曳、彗：店が刊行する月刊

ぴ品！世界」　．．思想r誌ヒでの掲載論文に認8）

られる1． 現芙主義．i潮流への変化はその膓徴的

な出来事であるし，季「il節誌［へるめす」の刊

行もその動きに沿うものとしてみて差し支えな
くユこ

い．又、81年4月力・らぴ”）．朝Hジヤーナル’1の

AstLhl　JuLirnalへ・り衣変えによる「ニュー硬

派」宣言において，「知」の不亡さを説き、現実

への屈服［1現状甘定）乃至は逃避を勧める方途

しか持ち得ぬ浅田彰，rll沢新一，栗本慎一郎ら

を1ニュー・アカテミズムの旗手に仕立て上げ

たその不見戚と無元；ξ任L■大r出版企業の子に

なる宙教ブームの（；咄、㍑々に現実主義の陥

っていろ’を三私」）ろ事が出来　．そしてより象

徴的にに，涼烈な販売戊争を繰り広げる朝日新

聞と読売折聞との間で，先ず→L売が84年1月IH

元日．けて　ノ（型社説で際立っブこ右傾化の方針を

なせた事てあろ．平和・自由・人権への現代的

　　　日本の役割と新聞『）使命を考える」と題

した社説は，　一いたづらに［反核」を合唱して

も、・ド和は確保されない」と述べ．米ソの核軍

の　　構　　造 11

拡競争を煽る「抑止と均衡」を主張しつつ，日

米安保軍事同盟を積極的に肯定し，　「いわゆる

進歩派の反核運動は，有効な核軍縮に寄与せ

ず，ソ連の西側分裂工作にヨ言仕する結果を生む

に過ぎない二と反核・平和を求める国民の願い

に水を差し，そして1H本が西側の一員として

の立場を放棄」すうならば「日本経済を国民生

活の根底から破壊する」と国民の不安感＝危佳

を煽る事に憤極的に手を貸し、アメリカのグレ

ナダ侵略にまで賛意を表する（同4日付社説〕

まてに至るのである。こ・）した動きは、8・1年夏

の「原水禁世界大会一を巡っての，朝日による

「現実的行動」を叫んでのilし事掲載にまで影響

を与え，朝日新聞までもが「現実主義」という

名の袋小路に迷い入ってしまった，今やマスコ

ミ・文化・思ぼ’1ぼ況において，ジ1・一ナリズ

ノ、・スピリットの存在は見出し難く，正に翼貢

体制化されてしまったその姿に，思想・信条・

言論の白由の砦としてのジャーナリズムの姿勢

をみる事は難しい。ジャーナリズムがジャーナ

リズムである事は，　「ベンは剣よりも強し」の

だ践以外になく，そのためには種々の企業組織

的制約を乗り越えてtいわゆる「現実主義」の

虚構性を自らが打ち砕き，その実践的課題を全

うする以外にはない。

　このようなマスコミ・文化・思想情況を先導

とした更賛体制化へ向けての大量思想動員体制

への総tt上げの戦略∬勺［核心」に位置erろの

が．いわゆる臨一弓型1教育改・算・］である。

　今回のような戦後教育の制度的見直しの動き

は．決して中曽恨内閣に始まったものではない

むしろ1966年10月の「期待されるノ＼間像」を含む

　「中教審」（中央教育審議会）答中「後期中、6教

育の拡充整備について」路線の延長線上にある

ものとして今回の一臨教審．を位置付けた上でそ

の性格を理解すべきてあろう，つまり，これま

での中教審答申に某つく漸次的改革では，国家
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独占資本主義の体制的，構造的矛盾が一向に解

決されないばかりか，その矛盾が累積され，深化

していくという事態への焦燥感が、反動的，強権

的に教育改革を遣り遂げさせようとtるのであ

り，　「臨教審」にその戦略的位置が付与されて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（lti
いるのである。66年当時の中教審会長森戸辰男

が、1（教育）再改革はどのように基本線に向か

って行なわれるべきであろか。この点で，私

1；1、よく似た事情の下て，明治の「新学制：を

基本的に改めた明治中期の教育改革を思い起こ

すことが望ましい，……明治中期の教育再改革

は、緊迫した当時の内外の情勢に対応する富国

強兵の国策に協力を忘れなかった」と述べ，こ

れをモデルとし，　「職茉を自分の能力を伸ば

L．国家社会に奉仕する場と観じ・，「隣人と共

同体に対すろ義務と責任を重ん」じ，　「祖国を

守り．その興隆に期するためには，なによりも

ます，世界史的視野をもつとともに、国土と民

族を愛すろ，たくましい日本人の育成」を教育

の日標とした時，教育改革が国家独占資本主義

支配体制の再編制に向けたこれら「国策に協力

する」教育改革であり．臨調型「教育改革」二

「臨教審」も同様の性格のものと断ずる事が出

来ろ。明治中期、1960年代中期，1980年代中期

と何れもが、日本の国家独占資本主義＝帝国主

義的支配の転換点に立っての教育改革であり、

その性格付けに明治以来一貫して変る事のない

日本（天皇制）国家と教育との係わりの特殊性

が認められる。事実，今回も、　「臨教審」委員

の教育基本法見直しの主張と関連しての教育勅

語口：評価・礼賛発言が，地方議会を舞台にした

自民党による国旗掲揚・国歌斉唱決議運動など

右傾化．反動化の策動とリンクした動きである

事に相違はなく，特にこの点への我々の格段の

注意が必要である。

「ともかくも業績を残したい1　（81年11月27

No．5

日，記者会見での発言）とする中曽根政治の

「戦後の総決算」を成就させる事なく，脆弱性

を構造化しているとはいえ戦後40年間に培って

来た日本社会での市民社会が，真・り「政治的な

公共性空間一（J．ババーマス）として成熟するべ

く社会形成に係わる所にこそ，我々一人一人の

緊急にして倫理的政治的な実践的課題が在る。

1984．ユ2．20：F高

　　　　　　　　　　注
〔］　　　George　Orweli，　Nineteen　Eight、－Four、

　1949．↓注新庄哲夫訳二1984午＝，「ii．　1［［書房，1972

　年）．本節での引用は全て木tt｝による　但し，

　　文：こついては必ずしも邦訳、｛｝通りではない

（2）　　清りく幾太良1；「シEt一シ゜－i’一　ウ　ニノレ　：］984

　　fF．iへ・「）Sf（」〔『諸君！∴、香川健一『二1984年＝の

　　日実と幻一　に文主．春秋．り，　’剰’　　　　　　　姪

　台か，何れも晶ンケイ，文三講秋であろ事からし

　　てその政冶的意図は明確である．

（3）　一二重思考の意識的実践として，　1ビノク・ブ

　ラ“＋：一」の「党」の権力維揚t，人民統治｝機関と

　して，軍隊が「平和省1，警察が「愛情省」，教育

　とマスコミが「真理省i，消費物資の配給が「豊

　富省」　と逆ネーミン’Jさ｝して設置されている．こ

　うした官庁のあり方より1984年の日本国家及び社

　会をみる事も可能である

（4）　拙稿「管理社会の構図一戦後H本社会論一

　　C明星大学社会学研究紀要、、第3り，1983年，

　参照、

（5）　田口富久治「現代資本k　ift国家とその危機」

　　（金原ノ］｛門他編『講座現代資本主義国家1・現代

　資本主義ゾ）政治と国家』，大月，！1店，　198覧，年，61

　べ一ジ〉

（6）　・ヒ述拙稿参照，

（7）　佐々木憲昭＝転換期の口本経済一経済危機と

　西側同盟』，新日本出版社，1983年，324－325へ

　一ジ　加筆の上作成

（8　．）　一ノ瀬秀文「現代帝国主義体制の構造的危機」

　（講座「今日の日本資本主義1・現代帝国E義体制

　と日本資本主義』，大月書店，1981年，56ヘージ）、

（9）　清山卓郎「現局面の発達した資木主義国の経

　済政策の特質」（r経済1第246号，新日本出版社、
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　　　　コ　　　　　　　　　　ウ

・／：危　　　機’

　1984年，112ベージ）．

⑪O）　　BraunrnUhl、　Funken、　Cogoy，　Hirsch、　Pro－

　　bleine　einer　materialistischen　Staatstheorie、

　1973，S．261－262．（田ロニ久治他訳．負本と国

　家一唯物論的国家㌃ゾ）諸Fl！逼』、御茶の水書房，

　　1983年，233ページ）．

llly　　一経済宣言」発表前の宕報では，　一公共支出

　にたいする負担が増大していること，なかんずく

　これが社会保障の負担の増加に起因している」

　との文言がr宣言．に盛り込まれろitずであっ
　　　 k，　　著乏う芭さ1iし’こL　litこ

q2）　ガ（．ごラインは次のような内容を打つ〔概

　i・1川

　1’1侵略を未然に防1ヒするための態勢．」

　1　日本は，その防衛政衰として自衛のため必

要な範1用内；こおいて適切な規模の防衛力を保有す

るとともに，その最も効三的な運用を碓保するた

めの態勢を整備・維持し，また，地位協定に従

い，米軍による在日施設・区域の安定的かつ効果

的な使用を確保する＝また，米国は，核抑iE力を

保持するとともに，即応t］；隊を前方Eje・開し，及び

来援し得るその他の兵力を保持する

　2　日米両国は，日本に対する武力攻撃がなさ

れた場合に共同対処行動を円滑に実施し得るよ

う，作戦，情報，後方支援等の分野における自tti

隊と米軍との間の協力態勢の整備に努める。

　このため，

　（D　日衛隊及び米軍は，日本防衛σ）ための整合

のとれたf乍戦を円滑かつ効果的に共同して実施す

るため，共同作戦計画についての研究を行う．ま

た，必要な共同演習及ひ共同訓練を適時実施す

ろ

　．更に，日衛隊及び米軍は，作｛章駕を川．．「に共同し

て実施するため作戦上必要と認める共通のノ施要

領をあらかじめ研究し，準備しておく．この実殖

要；眞には．［？ξ，言報及び後方支援に関する市項

が含まれる・また，通信電子活動は指揮及び連絡

の実施に不可欠であるので．自衛隊及び米軍は，

通信電二言動に関しても相互に必要な事項をあら

かじoう定めておく．

　‘2．　自衛隊及び米軍二、日本防衛：こ必要なa肩報

を作成し，交換する、自衛隊及び米軍は，・青諏の

交換を円滑に実施するため，交換する清報の種類
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並びに交換の任務に当たる自衛隊及ひ米7の部隊

を調整して定めておく．ま二，日衛隊及び米軍

は、相々：間の通信連絡体系の整備㌻所要の措置を

講ずる二とにより宍：1十1な情縦協力藤勢の充実を図

る

　③　自衛隊及ひ未軍は，日米両国がそれ三れ1’1

口の1’ 1衛隊又は車の後方支援について責任を有す

るとの基本原則を踏まえつつ，適時，適切に栢互

芝援を夫施し得るよう，補詰，翰送，整f轍施設

等の各機能について、あらかじめ緊密に相互に調

整しzは研ピをli’う．．この相互芝援に必安二紐il－；

は，共同の研究及V計画f’1三業を通Lーて明らか；こさ

tLる　特に、日衛隊及び米軍は、　r・．Lされ乙不足

補給品川，数1“：，補完の優）日｛位，緊急取得要領

等についてあらかじめ］整しておくとともに，自

衛隊の底地及び米軍の施設・区域の経済的かつ効

率的な利用のあり方について研究す乙

　　　1．Hl　日本以外の極瑳ミにおけろ’拝態で日本の安

　全に醜要なし㍑を与える場A・　u）　H米間の協力」

　　H米両政府は，白勢の変ftiこ応じ随｝｝1了協議す

　　る一　「｜本以外の極東における恒態で日本の安全iこ

　重要な影響を’チえる場1）（こ口本が米軍に対して行

　う便宜供if．のあり方は，日米安保条約，その関連

　取極，その他の日米聞の関係取｛・8i及し・「［本ぴ）関係

　法令によって規社される　日緬1・1政府は，日本が

　　．ピ記の法的杜組σ二）範囲内：こおいて）1ミ軍1こ対し行う

　便宜供与のあり方について，あらかじめ相互に研

　究を行う　二のような研究には，米軍による自衛

　隊の基地v）共同使lllその他の便宜供1右）あり方に

　関する研究が／オまれる，

⑪3，　二れ：．），，　’減・［二の剖法制策定・。推進を意味

　するもので，同提言r防衛ニロ1改rE要綱構想」の

　なかで，　1．防衛出動かト命きれろ’itl態においては

　国家・り総力をあ；1て我が国を防衛しなけ．｝Ll　tgら

　ないが、この観点から現行法；副は，各行政展関と

　の協力関係及し権限の調整，国民の権利の尊重と

　迅速なる自衛隊の行動との、㍍和こついての法的整

　備が不充分である」と述べ、防衛二法改正要綱の

　骨ゴ’を，次の匹恒頁とする

　　一，平時の1日域保全と1：担方｜ヒに関連する法令

　　の整備

　　（D　領域保全と奇襲防止のためσ）停域警備行動

　　及び自衛竺備に関す刀法令
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　　．要とする法令

　　　　（3）　　平il　i∫・、　　ft．f’‖‖i↑i’重D，　iJY∫口i日｛！9VJ㍗上・ド《ifo　il｝［1寺・tノ）jl99

　　用除外法令

　　　　C4．）　　イ1一正む、こ」］01目づ、イ○／こ己□）し’∵）彦タミi1LJ）li艮∫・i・5．lui　f＃1し1’］係

　　ジミイニ）戊s「｛．ごぺ千ji重り打†］ヨiを日月右左i二rj－z二’i’こめ」）言三㌧ノ㌃

　　　　（5）　　fl’亟、りiこ二，i虚狂二：するF／j「阜1月；t．iiりと柊｝ミ1“±；

　　　　二，国際条約，日際江に関連・〕’る法㌃の整備

　　　山　海バ関係の条オ司その他国際法；こ基・1国際協

　　jJ；こよる秩1；『：矛∬］．ifと｛畜し㍗lv．）そi’i・艮、　茅ζ’；・lrjl㍗ミti’；．二信三う

　　ユこ：∫葺　上∪）1ポ〔t濤｛「動：こ1｛・1・」『」’く二i去イデ

　　　　2　　［㍉，i！：㌧三’Siニノ1⊆く：姦き∫芳じ這子「ぴ）㌃こど・⊃∪．）［1｛：孝∫；琢‘ノ．）

　　［tlh：；ぷ：〈1：．以：亡1∪．）］］己fk：二・之・要とづ＿三、ミユミ《’i

l4　81！年1りML　2011i川1おこな川けこ中曽恨

　　し一・’ノン会バは，日ピ．同盟関傷ミ」をL連命共同

　　「仁！　とiこ’：b」ゴ／・1・i←、　　日　）ik’，ii：‘打IL］j‖｛｝Z1：｛．i“／，1（し二づ虫fヒし／二

N（，．5

　　　上で，　「日．米の強「司な協力は，アジア，太平洋，

　　　世界の平和のかなめ．石」と議いヒげた。

（15）　　Ibi〔1．，　S　262、．」：1；試，233－23，1　一．・一ジ）．っ

（16〕　例えば，小沢IE’E了一「幕1粥；ナる：］：｛・川曽消費時

　　　代．1－1一中流幻柱の，崩雲と大衆消費U！∫・代・り終

　　　元；．，　　1．i！イー〈長其月1三『日擦行　・　調五川］（N＠．222，　］9，S．1，

　　　；tそのfC：云自勺な｛膓1」tこ：らえ、／t

（17，1　　　　己亡ヂこ・二）理：イニ’｛モ．lf．　Jf；：ジ．＼ジ）・1膓箋三（三宅L’も　一コ∨こ　．知ii　、　ノ‖口

　　　も箕，　ノ・ラ　⊇　イ　ニ・ゾ）iξ云妻三を：；こロミし，　　．1・童・墨三レ1）！斐｛吉1‘

　　㌧冷，「非理性の1：こ｛養二論，．∫ぼのi：憂権．．、；1；を：．㍑

　　　えろ論．者憲二・文1ヒ・㌦ソ｝・産．知．］・．）生IZをli’Eす

　　　織茂書店∫）あリソ膓に疑同を提起・．・a一ざろを得ない

（18． 　　　；繕㍉一《辰男　1’？／：ll’彗rとゴ敦育｛耳巳文・？・：．　．．．文歪：ltii・七口

　　　ぼ時三．，196G年11E．．
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